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　収　　入 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

病 院 事 業 収 益 8,978,360

1

医 業 収 益 8,248,330

1

入 院 収 益 4,999,916

2

外 来 収 益 2,821,128

3

そ の 他 医 業 収 益 427,286

2

医 業 外 収 益 729,728

1

受 取 利 息 配 当 金 36,211

2

補 助 金 59,683

3

負 担 金 交 付 金 379,727

4

長 期 前 受 金 戻 入 214,001

5

そ の 他 医 業 外 収 益 40,106

3

特 別 利 益 302

1

固 定 資 産 売 却 益 1

2

過 年 度 損 益 修 正 益 300

3

そ の 他 特 別 利 益 1

収 益 的 収 入 及 び 支 出

平成３０年度三次市病院事業会計予算実施計画
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　支　　出 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

病 院 事 業 費 用 8,974,850

1

医 業 費 用 8,803,957

1

給 与 費 4,337,443

2

材 料 費 2,493,682

3

経 費 1,361,461

4

減 価 償 却 費 551,841

5

資 産 減 耗 費 6,200

6

研 究 研 修 費 53,330

2

医 業 外 費 用 136,762

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

98,350

2

雑 損 失 100

3

雑 支 出 21,312

4
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

17,000

3

特 別 損 失 32,131

1

固 定 資 産 売 却 損 1

2

過 年 度 損 益 修 正 損 300

3

そ の 他 特 別 損 失 31,830

4

予 備 費 2,000

1

予 備 費 2,000
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　収　　入 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

資 本 的 収 入 292,001

1

企 業 債 281,200

1

企 業 債 281,200

2

補 助 金 10,800

1

補 助 金 10,800

4

長 期 貸 付 金 1

1

長 期 貸 付 金 1

　支　　出 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

資 本 的 支 出 1,162,578

1

建 設 改 良 費 300,000

1

資 産 購 入 費 200,000

2

施 設 整 備 費 100,000

2

企 業 債 償 還 金 549,578

1

企 業 債 償 還 金 549,578

3

投 資 有 価 証 券 300,000

1

投 資 有 価 証 券 300,000

5

長 期 貸 付 金 12,000

1

長 期 貸 付 金 12,000

6

予 備 費 1,000

1

予 備 費 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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収　　　入 　（単位：千円）

8,978,360 8,920,556 57,804

1 医業収益 8,248,330 8,211,130 37,200

1 入 院 収 益 4,999,916 4,991,740 8,176

1 入 院 収 益 4,999,916 4,991,740 8,176

2 外 来 収 益 2,821,128 2,815,028 6,100

1 外 来 収 益 2,821,128 2,815,028 6,100

3
そ の 他
医 業 収 益

427,286 404,362 22,924

1
公 衆 衛 生
活 動 収 益

75,335 61,354 13,981 妊婦，乳児健診，予防接種ほか

2
室 料 差 額
収 益

50,553 50,923 △ 370 個室料

3
医 療 相 談
収 益

142,587 138,628 3,959 健診

4
受託検査施設
利 用 収 益

2,092 2,092 0 新生児聴覚検査

5
そ の 他
医 業 収 益

115,499 110,145 5,354 文書料，面談料ほか

6
他 会 計
負 担 金

41,220 41,220 0 一般会計負担金

2
医 業 外
収 益

729,728 709,124 20,604

1
受 取 利 息
配 当 金

36,211 37,236 △ 1,025

1 預 金 利 息 3,574 4,599 △ 1,025 預金利息

2 貸 付 金 利 息 1 1 0

3
有 価 証 券
利 息

32,636 32,636 0 有価証券利息

2 補 助 金 59,683 66,779 △ 7,096

1 補 助 金 59,683 66,779 △ 7,096 小児救急・がん診療連携拠点ほか

3
負 担 金
交 付 金

379,727 333,901 45,826

1
負 担 金
交 付 金

379,727 333,901 45,826

4
長期前受金
戻 入

214,001 230,800 △ 16,799

1
長 期 前 受 金
戻 入

214,001 230,800 △ 16,799 長期前受金の収益化

5
そ の 他
医業外収益

40,106 40,408 △ 302

1
そ の 他
医 業 外 収 益

40,106 40,408 △ 302
病院施設利用料，医師住宅使用料，
その他各種手数料ほか

収益的収入及び支出明細書

款 項 目
本 年 度
予 定 額

節

１
病院
事業
収益

前 年 度
予 定 額

備 考増 △ 減
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　（単位：千円）

3 特別利益 302 302 0

1
固 定 資 産
売 却 益

1 1 0

1
固 定 資 産
売 却 益

1 1 0

2
過 年 度
損益修正益

300 300 0

1
過 年 度
損 益 修 正 益

300 300 0

3
その他特別
利 益

1 1 0

1 そ の 他 1 1 0

支　　出 　（単位：千円）

8,974,850 8,916,469 58,381

1 医業費用 8,803,957 8,738,876 65,081

1 給 与 費 4,337,443 4,193,343 144,100

1 給 料 1,656,419 1,640,631 15,788 平成30年度職員総数　438名

2 手 当 1,269,318 1,259,123 10,195 期末勤勉手当ほか

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

248,142 242,445 5,697

4 報 酬 47 94 △ 47 倫理委員報酬ほか

5 賃 金 374,459 327,462 46,997 嘱託，臨時職員

6 法 定 福 利 費 578,304 564,676 13,628

7 退 職 給 付 費 210,754 158,912 51,842

2 材 料 費 2,493,682 2,574,125 △ 80,443

1 薬 品 費 1,513,948 1,601,171 △ 87,223

2 診 療 材 料 費 874,323 870,380 3,943

3 給 食 材 料 費 87,264 86,972 292

4
医 療 消 耗
備 品 費

18,147 15,602 2,545

3 経 費 1,361,461 1,345,032 16,429

1 報 償 費 2,406 2,306 100 講師謝礼ほか

2 旅 費 交 通 費 7,673 7,622 51 事務連絡出張旅費ほか

項 目 節
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

増 △ 減

前 年 度
予 定 額

増 △ 減

目 節
本 年 度
予 定 額

款

１
病院
事業
費用

款

項 備 考

備 考
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　（単位：千円）

3 職 員 被 服 費 3,104 2,552 552 白衣ほか

4 消 耗 品 費 38,730 30,730 8,000 帳票ほか

5 消 耗 備 品 費 5,300 5,628 △ 328 事務用備品ほか

6 光 熱 水 費 117,527 115,984 1,543 電気料，上下水道料

7 燃 料 費 34,401 39,243 △ 4,842 産業用灯油，ＬＰＧ，公用車燃料代ほか

8 食 糧 費 1,320 1,308 12 健診センター用ほか

9 交 際 費 500 500 0

10 印 刷 製 本 費 6,553 7,376 △ 823 伝票，請求書ほか

11 建 物 修 繕 費 13,000 24,000 △ 11,000

12
医 療 器 械
修 繕 費

38,449 37,649 800 部品交換等修理ほか

13 備 品 修 繕 費 2,520 2,760 △ 240 事務用備品修理ほか

14 車 両 修 繕 費 700 1,199 △ 499 公用車修理

15 保 険 料 26,886 31,039 △ 4,153 建物共済，病院賠償保険ほか

16 賃 借 料 138,842 142,790 △ 3,948 医師住宅，在宅酸素装置，寝具類ほか

17 委 託 料 865,214 832,659 32,555
医療廃棄物処理，医事，物品管理，給
食，院内清掃，検査委託ほか

18 通 信 運 搬 費 16,728 17,408 △ 680 電話・切手代ほか

19 諸 会 費 1,205 1,105 100

20
負 担 金 及 び
補 助 金

39,441 39,448 △ 7 全自病協，全国診協負担金ほか

21
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

134 898 △ 764

22 雑 費 827 827 0 申請用県手数料，医師住宅仲介料ほか

23 賠 償 金 1 1 0

4 減価償却費 551,841 567,220 △ 15,379

1
建 物
減 価 償 却 費

169,558 169,366 192

2
構 築 物
減 価 償 却 費

3,291 3,291 0

3
器械及び備品
減 価 償 却 費

284,863 303,310 △ 18,447

4
建物附属設備
減 価 償 却 費

82,206 80,454 1,752

5
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 費

5,291 5,291 0

6
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 費

6,632 5,508 1,124

前 年 度
予 定 額

増 △ 減節
本 年 度
予 定 額

款 項 目 備 考

-6-



　（単位：千円）

5 資産減耗費 6,200 6,200 0

1
棚 卸 資 産
減 耗 費

1,200 1,200 0 薬品，血液等廃棄処分

2
固 定 資 産
除 却 費

5,000 5,000 0 固定資産廃棄処分

6 研究研修費 53,330 52,956 374

1 図 書 費 8,181 7,181 1,000 医学図書ほか

2 旅 費 22,793 23,279 △ 486 研修旅費

3 研 修 費 13,560 13,200 360 手術指導ほか

4 研 究 雑 費 8,796 9,296 △ 500 研修会等参加費

2
医 業 外
費 用

136,762 143,462 △ 6,700

1 98,350 114,139 △ 15,789

1 企 業 債 利 息 98,345 114,134 △ 15,789

2
一 時 借 入 金
利 息

1 1 0

3
フ ァ イ ナ ン ス
リ ー ス 利 息

4 4 0

2 雑 損 失 100 100 0

1
不 用 品
売 却 原 価

50 50 0

2
そ の 他
雑 損 失

50 50 0

3 雑 支 出 21,312 14,223 7,089

1 雑 支 出 21,312 14,223 7,089

4
消費税及び
地方消費税

17,000 15,000 2,000

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

17,000 15,000 2,000 本則課税

3 特別損失 32,131 32,131 0

1
固 定 資 産
売 却 損

1 1 0

1
固 定 資 産
売 却 損

1 1 0

2
過 年 度
損益修正損

300 300 0

1
過 年 度
損 益 修 正 損

300 300 0

3
そ の 他
特 別 損 失

31,830 31,830 0

1
そ の 他
特 別 損 失

31,830 31,830 0 退職給付引当金

4 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0

款 項
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

目 節

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費

増 △ 減 備 考
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収　　入 　（単位：千円）

292,001 193,701 98,300

1 企 業 債 281,200 191,000 90,200

1 企 業 債 281,200 191,000 90,200

1 企 業 債 281,200 191,000 90,200 医療器械及び備品整備，施設整備

2 補 助 金 10,800 2,700 8,100

1 補 助 金 10,800 2,700 8,100

1 補 助 金 10,800 2,700 8,100 国民健康保険調整交付金

4
長 期
貸 付 金

1 1 0

1 長期貸付金 1 1 0

1 長 期 貸 付 金 1 1 0

支　　出 　（単位：千円）

1,162,578 1,218,854 △ 56,276

1
建 設
改 良 費

300,000 200,000 100,000

1 資産購入費 200,000 150,000 50,000

1 資 産 購 入 費 200,000 150,000 50,000 医療器械及び備品整備

2 施設整備費 100,000 50,000 50,000

1 工 事 請 負 費 90,000 45,000 45,000 病院建物改修及び施設整備

2 委 託 料 10,000 5,000 5,000

2
企 業 債
償 還 金

549,578 705,854 △ 156,276

1
企 業 債
償 還 金

549,578 705,854 △ 156,276

1
企 業 債
償 還 金

549,578 705,854 △ 156,276 企業債償還元金

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

増 △ 減節款 項

節
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

増 △ 減款

１
資本
的収
入

目

項 目 備 考

資本的収入及び支出明細書

備 考

１
資本
的支
出
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　（単位：千円）

3
投 資
有価証券

300,000 0 300,000

1
投 資
有 価 証 券

300,000 0 300,000

1
投 資
有 価 証 券

300,000 0 300,000

4
長 期
定期預金

0 300,000 △ 300,000

1
長 期
定 期 預 金

0 300,000 △ 300,000

1
長 期
定 期 預 金

0 300,000 △ 300,000

5
長 期
貸 付 金

12,000 12,000 0

1 長期貸付金 12,000 12,000 0

1 長 期 貸 付 金 12,000 12,000 0 医療技術職員修学資金

6 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0

款 項 目 節
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

増 △ 減 備 考
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投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金減少額

資金期首残高

資金期末残高

固定資産除却費 ５,０００

退職給付引当金の増減額（△は減少） ４２,５８４

平成３０年度三次市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
     （ 平 成 30 年 4 月 1 日 か ら平 成 31 年 3 月 31 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

４,５９９

減価償却費 ５５１,８４１

５,６９７賞与引当金の増減額（△は減少）

当年度純利益

貸倒引当金の増減額（△は減少） １３４

長期前受金戻入額 △ ２１４,００１

受取利息及び受取配当金 △ ３６,２１１

支払利息 ９８,３５０

未収金の増減額（△は増加） △ １６,７２５

未払金の増減額（△は減少） △ １９,５７８

たな卸資産の増減額（△は増加） １,２００

４２２,８９０

利息及び配当金の受取額 ３５,７５５

利息の支払額 △ ９８,３５０

小　計

業務活動によるキャッシュ・フロー ３６０,２９５

２７１,５１９有形固定資産の取得による支出 △

2

投資有価証券の取得による支出 △ ３００,０００

国庫補助金等による収入 １０,８００

△ １２,０００

3

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ２８１,２００

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ５７２,７１９

１,８９０,７４３

△

財務活動によるキャッシュ・フロー △

４８７,０６１

２,３７７,８０４

５４９,５７８

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ ６,２５９

２７４,６３７

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △
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給与費明細書

１．総括

区  分
職員数（人） 給与費（千円）

特別職 一般職 給 料 手　当 賞与引当金繰入額 報　酬 賃　金

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 438 1,656,419 1,239,978 248,142 47 374,459

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合  計 0 438 1,656,419 1,239,978 248,142 47 374,459

0 0
前
年
度

損益勘定支弁職員 0 442 1,640,631 1,227,758

94 327,462

242,445 94 327,462

資本勘定支弁職員 0 0 0 0

0

15,788 12,220

0

合  計 0 442 1,640,631 1,227,758 242,445

46,997

5,697 △ 47 46,997

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0
比
較

損益勘定支弁職員

0

合  計 0 △ 4 15,788 12,220 5,697 △ 47

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 00

区  分

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合  計

0 △ 4

564,676

13,628

合  計 4,308,103

4,161,978

0

4,161,978

0

合  計

（単位：千円）

夜間勤務手当 期末手当

47,292

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

146,125

264,221

本年度

本年度 181,304 10,188 48,773

26,425 265,203

40,988 27,285

手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 通勤手当 住居手当 時間外勤務手当

27,281 35,077 319,404

前年度 37,880 318,648 26,385

比較 6,304 △ 4 △ 2,803 756

区 分 勤勉手当 管理職手当 宿日直手当 特殊勤務手当 役職調整手当

86,811 3,127 64,826

5 157

982

特地勤務手当

40

前年度 172,760 10,172 48,167 88,432 3,122

管理職員特別
勤務手当

単身赴任手当

64,669

比較 8,544 16 606 △ 1,621

本年度 115,504 1,827 6,936

区 分 医師研究手当

前年度 116,064 1,889 7,076

比較 △ 560 △ 62 △ 140

給与費（千円）

210,754

0

210,754

合 計法定福利費 退職給付費

578,304 4,308,103

0

578,304

564,676 158,912

158,912

51,842

0

51,842

0

13,628

0

146,125
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△ 1,621

区 分 昇給期 職員数

昇給期別
職員数

４月 403人

本年度 給料の改定率　　　％

給料の改定実施時期

給料の改定率  0.42％

給料の改定実施時期

平成29年4月1日

２．給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備     考

給料 千円 給与改定
に伴う
増加分

千円 給与改定の状況

前年度 人

普通昇給
に伴う
増加分

千円

前年度
15,788 6,610

人

その他の
増減分

千円 職員の異
動等によ
る増減

職員数の異動状況

26,144

平均昇給率 1.94%

438 人 0 人

0 人442 人

438

442

増　減 人人 0 -4

その他の
増減分

制度改正
に伴う増
減分

11,467

△ 4 通勤手当

特殊勤務
手 当

△ 2,803

16
管 理 職
手 当

606

その他 計

手当 千円 千円

△ 16,966 本年度

人

住居手当

40
夜間勤務
手 当

宿 日 直
手 当

△ 62
管理職員特
別勤務手当

期 末
手 当

5
役職調整
手 当

157
特地勤務
手 当

△ 560
医師研究
手 当

△ 140
単身赴任
手 当

756
時間外勤務
手 当

-4

職員数

12,220

△ 2,923

982

6,304 扶養手当

勤 勉
手 当

勤勉手当の年間支給月数1.7月から1.8月へ引
き上げ

勤 勉
手 当
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３．給料及び手当の状況

（1）職員１人当たり給与

区     分 行政職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

172,900

345,248

平均年齢 46歳7月 41歳10月 38歳7月 36歳8月

（2）初任給

平成29年4月1日現在

准看卒（高卒）

短三卒 174,200 197,100

平成30年4月1日
現在

医大卒

大四卒 179,200

375,300

29.41

職員数
（人）

 構成比
（％）級

職員数
（人）

 構成比
（％） 級

職員数
（人）

 構成比
（％） 級

職員数
（人）

47 16.791級 0 1級

47 16.79

3級 115

2級 2 11.76 2級 49 68.06

4級 43 15.36

3

3級 4 23.53 41.07

4級 5

職員数
（人）

 構成比
（％）

6級

5級

級
職員数
（人）級

職員数
（人）

 構成比
（％） 級

14.93

2級 111

1級 0 1級 26.09 1級 6

24 35.29

6 8.82

2級

平成29年4月1日
現在

18

0.36

合計 69 100.00

43

1

職員数
（人）

 構成比
（％）

 構成比
（％） 級

平成30年4月1日現在

平均給料月額（円） 339,094 492,264 298,802 285,465

平均給与月額（円） 422,186 1,021,177 411,981 351,186

平均年齢 45歳11月 41歳5月 39歳4月 36歳6月

平均給料月額（円） 353,062 495,672 293,594 277,453

平均給与月額（円） 428,829 1,077,687 384,058

（単位：円）

区  分 行政職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）
国の制度

一般行政職

147,100

短二卒 166,500 188,800

高校卒 151,500

206,400 179,200

大六卒 207,800

185,400

（3）級別職員数

区  分 行政職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）
 構成比
（％） 級

20 27.78 1級 3 4.35 1級

2級 11 15.94 2級

3級 3 4.17 3級 31 44.93

4級 17 24.64

17.65 5級 6 8.70 5級 25 8.93

6級 2 11.76 0.71

7級 1 5.88 0 7級

1 1.45 6級 2

100.00 合計 72 100.00

7級

合計 280 100.00

区  分 行政職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

合計 17

8.82 1級

2 11.76 2級 48 69.57 2級 38.54

3級 9 52.94 3級 3 4.35 3級 31 45.59 3級 106 36.81

4級 3 17.65 4級 4級 25 8.68

5級 2 11.76 5級 0.69

6級 1 5.88 0.356級 1

1 1.47 5級 2

69 100.00

6級 0

合計 68 100.00 合計 288 100.00

（　）内は，再任用短時間勤務職員で外書である。構成比には含まない。
構成比は小数点以下第３位を四捨五入しているため合計が100％に一致しない場合がある。

合計 17 100.00 合計

（1）（1）
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副部長 部長

主任 主査 係長 科長 部長

技師 主任技師 主任 主査 看護師長
副看護師長

部長

医員
部長
医長

副医長

病院長
副院長
部長

主事
技師

主任主事
主任技師

主任 主査 係長 課長

４級 ５級 ６級 ７級

３号給（人） 2 1

280

403 14 69 63 257

438 17 72 69

91.79

1 0 0

401 13 68 63 257

支給対象職員の比率（％）
（Ｈ３０年４月１日現在)

90.7

1

比率（Ｂ）／（Ａ）％ 92.01 82.35 95.83 91.30

68

271
３号給（人） 1

職　員　数　（Ａ）人 442 17 69

00

412 13 66 62 271

288

413 14 66 62

0

79.9 0 87.5 52.2

（級別の標準的な職務内容）

区  分 ２級 ３級

合計 行政職 医療職(一) 医療職(二)

行政職

１級

医療職(一)

技師 主任技師医療職(二)

比率（Ｂ）／（Ａ）％

職　員　数　（Ａ）人

医療職(三)

医療職(三)

本
年
度

昇給に係る職員数（Ｂ）人

昇給別内訳
（人） ４号給（人）

（4）昇給

区          分

93.44 82.35 95.65 91.18 94.10

（5）特殊勤務手当

前
年
度

昇給に係る職員数（Ｂ）人

昇給別内訳
（人） ４号給（人）

区          分 全職員 行政職 医療職(一) 医療職(二) 医療職(三)

給 料 総 額 に 対 す る
比 率（％）

5.2 0 8.1 0.6 5.6

支給対象職員１人当たり
平 均 支 給 月 額 ( 円 ）

20,494 0 45,595 3,566 16,667

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

 分娩取扱，救急医療業務，衛生検査業務，放射線取扱，夜間看護
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国の制度

2.075 2.225 4.30

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

有

区  分

本年度 2.125

最高限度
（月分）

有

前年度

35年勤続の
者（月分）

2.275 4.40

（６）期末手当，勤勉手当

区      分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

（月分）

職制上の段階，
職務の級等に
よる加算措置

備   考
６月(月分) １２月(月分)

47.709

・定年前早期退職特例措置
(2％～30％加算)

・職制上の段階，職務の級等
による調整額の加算措置

2.125 2.275 4.40 有

その他の加算措置等
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）

国の制度
(支給率等)

24.58688 33.2708 47.709

支給率等 24.58688 33.2708 47.709

同　じ

（８）その他の手当

区          分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当

同　じ

通　勤　手　当

同　じ

住　居　手　当

47.709

・定年前早期退職特例措置
(3％～45％加算)

・職制上の段階，職務の級等
による調整額の加算措置
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期 間 金 額 期 間 金 額 企 業債 事業収益
損益勘定
留保資金

そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

警備，清掃及び設備管理業
務委託に要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

医療機器の保守管理業務委
託に要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

医療情報システムの保守管
理業務委託に要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

医療事務業務委託に要する
経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

洗濯業務委託に要する経費
契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

物品管理業務委託に要する
経費

103,810
平成28年度～
平成29年度

69,206 平成30年度 34,604 34,604

産業廃棄物収集運搬処分業
務委託に要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

給食業務委託に要する経費
契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

中央材料室及び手術室補助
業務委託に要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

医療検査の業務委託に要す
る経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

寝具等の賃借に要する経費
契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

医療及び事務機器の賃借に
要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

情報発信に要する経費
契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

事務機器の保守管理業務委
託に要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

病院内保育運営業務委託に
要する経費

契約に
定める額

―
契約に定める
期間

限度額に
同じ

全額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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平成２８年度

三次市予算に関する説明書

三次市病院事業会計
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千円 千円 千円 千円

1

イ 土 地 1,015,085

ロ 建 物 6,955,412

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,697,988 3,257,424

ハ 建 物 附 属 設 備 4,602,838

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,785,249 817,589

ニ 構 築 物 457,616

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 395,589 62,027

ホ 器 械 及 び 備 品 3,938,328

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 2,829,939 1,108,389

へ 車 両 運 搬 具 35,576

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 31,986 3,590

ト リ ー ス 資 産 38,239

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 28,088 10,151

6,274,255

イ 投 資 有 価 証 券 3,699,330

ロ 長 期 定 期 預 金 600,000

ハ 長 期 貸 付 金 34,650

4,333,980

10,608,235

2

1,890,743

1,534,741

△ 8,973 1,525,768

27,082

1,305

3,444,898

14,053,133

   （平成３１年３月３１日）

流 動 資 産

未 収 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

(2)

現 金 預 金

投 資 そ の 他 の 資 産

平成３０年度三次市病院事業予定貸借対照表

有 形 固 定 資 産

(3)

(1)

(2)

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

(1)

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

資 産 の 部

(4) 前 払 費 用
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千円 千円 千円

3

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

2,941,071

2,941,071

4,838

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,459,186

ロ 修 繕 引 当 金 340,000

1,799,186

4,745,095

4

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

313,961

313,961

4,487

618,485

14,271

イ 賞 与 引 当 金 248,142

248,142

1,199,346

5

3,725,642

△ 2,198,928

1,526,714

7,471,155

6 4,784,176

7

イ 建 設 改 良 補 助 金 115,504

ロ 焼 却 炉 負 担 金 853

ハ 他 会 計 補 助 金 13,980

130,337

イ 減 債 積 立 金 48,355

ロ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,619,110

1,667,465

1,797,802

6,581,978

14,053,133

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

(2) リ ー ス 債 務

(5)

未 払 金

流 動 負 債 合 計

(2) リ ー ス 債 務

(1) 企 業 債

流 動 負 債

引 当 金(3)

固 定 負 債

(1)

引 当 金

預 り 金

繰 延 収 益

(3)

(4)

繰 延 収 益 合 計

(1) 企 業 債

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 の 部

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

資 本 金

負 債 合 計

剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

(2)
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重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的債券　　償却原価法（定額法）

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法

定額法

・ 主な耐用年数

建物

建物附属設備

構築物

器械及び備品

車両運搬具

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。

引当金の計上方法

退職給付引当金

・

賞与引当金

・

貸倒引当金

・

修繕引当金

・

1

 

①

②

 

①

４０

～ ２０

１８ ～ ４７

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取
り崩すこととしている。

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計
上している。

②

 

①

年

４ ～ １８ 年

年

年４

職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額
に相当する金額を計上している。
なお，会計基準変更時差異（159,150千円）については，平成26年度から5年にわたり
均等額を費用処理している。
行政職の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職
給付引当金は計上していない。
（なお，一般会計が負担すると見込まれる額は155,269千円）

平　成　３０　年　度　注　記　表

貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

６ 年

６ ～

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備える
ため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上して
いる。

④

５ ～

②

③
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消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

その他の注記2

 

賞与引当金の目的使用による取り崩しについて
当年度において，期末手当，勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するため，賞与
引当金242,445千円を取り崩す。
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平成２９年度三次市病院事業予定損益計算書

　（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

千円 千円 千円

1

(1) 入 院 収 益 4,991,740

(2) 外 来 収 益 2,815,028

(3) そ の 他 医 業 収 益 377,462 8,184,230

2

(1) 給 与 費 4,192,031

(2) 材 料 費 2,383,449

(3) 経 費 1,250,869

(4) 減 価 償 却 費 567,220

(5) 資 産 減 耗 費 6,200

(6) 研 究 研 修 費 49,033 8,448,802

264,572

3

(1) 受 取 利 息 配 当 金 37,236

(2) 補 助 金 66,779

(3) 負 担 金 交 付 金 333,901

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 230,800

(5) そ の 他 医 業 外 収 益 37,415 706,131

医 業 損 失

医 業 外 収 益

医 業 収 益

医 業 費 用
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千円 千円 千円

4

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

114,139

(2) 雑 損 失 100

(3) 雑 支 出 289,995 404,234 301,897

37,325

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 300

(3) そ の 他 特 別 利 益 1 302

6

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 300

(3) そ の 他 特 別 損 失 31,830 32,131 31,829

5,496

1,609,015

1,614,511

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

特 別 利 益

特 別 損 失

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

医 業 外 費 用

経 常 利 益
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千円 千円 千円 千円

1

イ 土 地 1,015,085

ロ 建 物 6,955,412

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,528,430 3,426,982

ハ 建 物 附 属 設 備 4,510,246

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,703,043 807,203

二 構 築 物 457,616

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 392,298 65,318

ホ 器 械 及 び 備 品 3,859,401

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 2,640,076 1,219,325

へ 車 両 運 搬 具 35,576

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 26,695 8,881

ト リ ー ス 資 産 34,375

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 21,456 12,919

6,555,713

イ 投 資 有 価 証 券 3,398,874

ロ 長 期 定 期 預 金 600,000

ハ 長 期 貸 付 金 22,650

4,021,524

10,577,237

2

2,377,804

1,518,016

△ 8,839 1,509,177

28,282

1,305

3,916,568

14,493,805

(4) 前 払 費 用

固 定 資 産

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

未 収 金

平成２９年度三次市病院事業予定貸借対照表

有 形 固 定 資 産

(2)

(1)

   （平成３０年３月３１日）

(3)

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

貸 倒 引 当 金
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千円 千円 千円

3

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

3,197,445

3,197,445

4,700

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,416,602

ロ 修 繕 引 当 金 340,000

1,756,602

4,958,747

4

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

325,965

325,965

7,020

638,063

14,271

イ 賞 与 引 当 金 242,445

242,445

1,227,764

5

3,714,842

△ 1,984,927

1,729,915

7,916,426

6 4,784,176

7

イ 建 設 改 良 補 助 金 115,504

ロ 焼 却 炉 負 担 金 853

ハ 他 会 計 補 助 金 13,980

130,337

イ 減 債 積 立 金 48,355

ロ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,614,511

1,662,866

1,793,203

6,577,379

14,493,805

(2) リ ー ス 債 務

(3)

(1)

負 債 の 部

預 り 金

引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

流 動 負 債

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 債(1)

(4)

(2) リ ー ス 債 務

(3) 未 払 金

(5) 引 当 金

剰 余 金 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

資 本 の 部

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的債券　　償却原価法（定額法）

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法

定額法

・ 主な耐用年数

建物

建物附属設備

構築物

器械及び備品

車両運搬具

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。

引当金の計上方法

退職給付引当金

・

賞与引当金

・

貸倒引当金

・

修繕引当金

・

なお，リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については，引き続き
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

③

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計
上している。

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備える
ため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上して
いる。

～ ６

平　成　２９　年　度　注　記　表

 

①

②

職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額
に相当する金額を計上している。
なお，会計基準変更時差異（159,150千円）については，平成26年度から5年にわたり
均等額を費用処理している。
行政職の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職
給付引当金は計上していない。
（なお，一般会計が負担すると見込まれる額174,105千円）

６

②

～ ４０ 年

④

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取
り崩すこととしている。

４ ～ ２０ 年

５

①

１８ ～ ４７ 年

年

４ ～ １８ 年

1

 

①

②

貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）
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消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

その他の注記

賞与引当金の目的使用による取り崩しについて
当年度において，期末手当，勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するため，賞与
引当金222,013千円を取り崩す。

2
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